(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 福祉のまちづくり推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：300千円（前年度予算額：300千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　障がい者や高齢者等すべての人が外出しやすいよう、県内各地にある公共施設を中心にバリアフリー情報をまとめた、福祉ガイドマップ「おでかけタウンマップ」をインターネット上で公開し、幅広く情報を提供する。
	２　所要経費


　ホームページ更新等業務委託料　　300千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


（１）ハード面の取組（法律・県条例等）

　・平成 ６年　ハートビル法制定（平成１５年改正）
  ・平成10年　岐阜県福祉のまちづくり条例制定
・平成12年　交通バリアフリー法制定
　・平成18年　バリアフリー新法の制定
              ［目的］ハートビル法と交通バリアフリー法を一体化し、バリアフリー施策を総合的に推進
  ・平成19年　岐阜県福祉のまちづくり条例施行規則改正
　　　　　　　［目的］バリアフリー新法との整合を図る。
（２）ソフト面の取組（啓発活動等）

　　　バリアフリー新法の制定等により、公共的施設をはじめ大規模施設に要求される整備条件が厳しくなり、施設のバリアフリー化（ハード面のバリアフリー化）は徐々に整備されつつある中、バリアフリー推進のための両輪であるソフト事業（県民への普及啓発活動）に事業の重点を移行

　・平成16年度：「福祉のまちづくり啓発ポスターの募集」、啓発活動等「だれにもやさしいまちづくり県民運動」を開始
　・平成17年度：あったかマイタウン創生事業（市町村を対象に公共施設のバリアフリー化を補助）廃止
　・平成19、21、22年度にかけて、段階的に普及啓発事業を廃止・縮小
（３）おでかけタウンマップの取組
  ・ハード面、ソフト面の取組と並行して、福祉ガイドマップ「おでかけタウンマップ」によりバリアフリー情報を提供することで、障害者等が安心して外出し暮らすことのできる社会の実現に取り組んできた。
　　  ・平成8年　「おでかけタウンマップ」冊子を作成 
　  　・平成11年 「おでかけタウンマップ」冊子をウェブ化
      ・平成19年　ふるさと再生基金事業の一環としておでかけ情報の追加
　　　・平成21年　緊急雇用創出事業の一環として、掲載情報の更新・追加
	３　これまでの取組に対する評価


・平成１６年度から実施した普及啓発等により、ソフト面のバリアフリーも浸透したと考えられるため、普及啓発事業を廃止・縮小してきた。
　・一方で、今後も高齢者、障がい者等の自立支援と社会参加を支援するため、「おでかけタウンマップ」による情報提供に取り組む必要がある。
・毎年度「おでかけタウンマップ」の内容を見直し、情報を刷新していくことで、利便性が向上し、障がい者や高齢者等すべての人が、より安心して豊かに生活できる。
・平成１１年度のウェブ化以降、「おでかけタウンマップ」のアクセス数は約１１万５千件に達し、多くの県民に利用されている。（平成２３年１０月現在）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300

	要求額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


